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株主通信
第101期

2023年 4月1日　　  2024年3月31日

西華産業の
WEBサイトはこちらから

https://seika.com

個人投資家様向けページを新設しました！

株主の皆様には、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
当社グループの第101期連結会計年度（2023年4月1日から2024年3月31日）
の事業概要をとりまとめましたので、ご報告申し上げます。
株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭撻を賜りますよう
お願い申し上げます。

ごあいさつ

代表取締役　社長執行役員
櫻井　昭彦



コーポレートガバナンス

産業機械
事業

エネルギー
事業

プロダクト
事業

中期経営計画「
VIORB2030 Phase１

」

事業領域・地域
両面での

「市場」の拡大

インフラ事業の
安定的運営と

拡充

ニッチトップな
商材の拡充

収益の多様化

グループ企業での
オリジナル商材の開発

事業投資・M&A
事業の柱創出

トレーディングの
グローバル化

トレーディング・
ソリューションの
提供形式の進化

事業の強靭化・収益構造の盤石化

新
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な
収
益
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業
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企業理念
社是・社訓

マテリアリティ

長期経営ビジョン

目標達成のための基本方針

営業戦略

上方修正を検討

最終年度目標数値の
前倒し達成につき

今年度中に目標数値を
再設定し、公表

セグメント別の成長戦略

数値目標

資本コストや株価を
意識した経営の実現

グループ経営強化
（支援連携・ガバナンス）

人的資本経営の実現 事業セグメント毎の
戦略・体制強化

2023年度
実績

2024年度
予想

2026年度
当初数値目標

売上高 867.8億円 900億円 1,100億円

営業利益 55.8億円 50億円 52億円

経常利益 62.5億円 54億円 52億円

親会社株主に帰属する当期純利益 44.8億円 54億円 35億円

エネルギー事業 電力の安定供給を支える使命の遂行、加速するGXへの追従

従来 「VIORB2030 Phase1」

産業機械事業 社会環境ニーズに呼応した総合的提案の実現

従来 「VIORB2030 Phase1」

プロダクト事業 オンリーワンを目指し、製品競争力・サプライチェーンの強化

日本ダイヤバルブ セイカダイヤエンジン

従来 「VIORB2030 Phase1」

原子力発電
保守点検
大型更新工事等

（2023年4月～）

TVE持分法化で
商権拡大と持分法益化

（2023年3月～）

・特色ある海外製品の販売
 （記憶式温度計、ガス分析装置等）
・電子基板の販売
・建設工事用水中ポンプ販売（TEG）
・産業用バルブ製造／販売（NDV）

従来

従来

従来

海外展開
欧米、中国、
東南アジアに
現地法人設立

船用エンジン販売
・敷島機器の株式取得
 （2016年3月）
・セイカダイヤエンジン設立
 （2020年10月）
ドローン事業開始
・テラドローン社への出資（2022年3月）
NDV（Thailand）Co.,Ltd.設立（2015年3月）

新たな事業投資
・エイトノットによる自動航行システム
 （2023年8月）
・新松浦漁協との藻場造成
 （2023年9月）
・田中造船との株式譲渡契約締結
 （2024年1月）

強い商材の発掘
（事業投資、M&A）

時代に即した商材の開発
省エネ・省資源
サーキュラーエコノミー

（推進中）

新たなビジネス
スタイルの開発

事業活動体制強化
台湾西華産業股份有限公司 設立

（2023年11月）

火力発電事業
脱炭素に向けアンモニア・
水素活用商談の取り組み

（推進中）

小中型水力発電商談開拓
（推進中）

補完的M&A
（事業の更なる骨太化）

Seika Sangyo (Thailand)

台湾西華産業股份有限公司

SEIKA SANGYO (VIETNAM)

化学、繊維、食品など
様々な業界へ
生産設備を販売

火力発電
バイオマス発電
水力発電 等 保守点検

商談

新設商談

西曄貿易（上海）有限公司

Tsurumi (Europe) GmbH

SEIKA SANGYO GmbH SEIKA MACHINERY,INC.

特 集   中期経営計画「VIORB2030 Phase１」�
2年目（2024年度）に向けて

プロダクト事業
●�先端計測機器の開拓
●�DX化アイテムの提案
●�半導体分野への突破口

産業機械事業
●��サーキュラーエコノミー
実現への提案

●�各種自動化へチャレンジ

エネルギー事業
●��脱炭素のユーザーニーズ
を捉え商権拡大

1 2 3 4

（人材戦略の推進）
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国内外におけるダイバーシティへの取り組み

交通広告の掲出を拡大

当社グループ所属員としての意識醸成や、グループ間の繋がり
強化を目的として、海外拠点のアドミ担当社員と本社の社員と
の交流の場を設けております。
2023年度は海外5拠点（タイ、ベトナム、台北、ソウル、上海）
から女性社員5名が参加し、東京本社にてチームビルディング
研修を行い、グループ会社の業務紹介プレゼンテーションの受
講や、工場見学を行いました。

●�

●�国内各場所に所属するアドミ担当社員が、
日々どのような工夫をしながら業務を行って
いるのか、情報の共有化と業務効率化・高度
化を目的とした研修を行っております。
2023年度は国内全拠点から延べ40名の
女性社員が参加し、業務を遂行する上での
課題や「女性管理職の登用／育成」につい
てディスカッションを行いました。

プライム市場への移行や、東京証券取引所からの要請で
ある「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた
対応」を受けて、ステークホルダーの皆様に当社の取り
組みや考え方への理解を深めていただくため、IR活動を
積極的に行っております。その一環として、知名度向上
にも努めており、全国の拠点に近接する空港、駅に交通
広告を展開しております。

ご所有の単元未満株式（1株から99株）を株主様が当社に対
して市場価格で買い取ることをご請求いただく制度です。

ご所有の単元未満株式と合わせて1単元株式（100株）となる
ように、株主様が当社から不足分の株式を市場価格にて買い
増すことをご請求いただく制度です。 75周年／100期の節目から、全国7か所で展開している

電飾看板広告（福岡空港、北九州空港、長崎空港、山口宇
部空港、広島空港、高松空港、JR西日本敦賀駅）に加え、
2024年5月より、羽田空港、岡山空港、鹿児島空港、JR九
州川内駅の4か所にて新たに掲出開始しております。

当社株式の証券市場での取引は100株単位（1単元）となっ
ておりますため、単元未満株式（100株未満）を市場で売買
することはできません。このため、当社では「単元未満株式
買取・買取請求制度」をご用意しております。

お手続きはお取引先の証券会社または三菱UFJ信託銀行の
連絡先にお申し出ください。

株主優待制度の導入株主還元の方針を、「配当性向」から「総還元性向」へ変更し、
その水準について45%を目途とし、株主還元を強化する

● 日本赤十字社を通じた能登半島地震における災害義援金の寄付
● 赤い羽根共同募金への寄付
● 日本赤十字社を通じた災害義援金の寄付
● 漁船海難遺児育英会への寄付
● 難病児への支援活動「ア・ドリーム・ア・デイ IN TOKYO」への寄付
● 丸の内キラピカ作戦（地域清掃活動）に参加

買取請求制度（株主様が売却をご希望の場合） 買増請求制度（株主様が購入をご希望の場合）

当社の認知度向上と売買取引活性化を図るため、
株主優待制度を導入

三菱UFJ信託銀行株式会社�証券代行部
0120-232-711（通話料無料）
受付時間：�土日祝祭日等を除く平日9:00〜17:00

単元未満株式買取・買取請求制度のご案内

20

25

45

2020年度

25

40

65

2021年度

35

55

90

2022年度 2023年度

配当性向 総還元性向35% 45%

60

90

150

90

90

180

2024年度
（予想）

保有株式数 優待内容

100～299株 クオカード�1,000円分

300～499株 クオカード�2,000円分

500株～ クオカード�3,000円分

※�券面デザインは変更となる場合がございます

鹿児島空港 川内駅（JR九州）

羽田空港

岡山空港

サステナビリティ 社会貢献活動 NEWS & TOPICS

株主還元の強化

連絡先

+ =60株 60株

単元未満株式を
60株ご所有

［例］［例］

単元未満株式を
60株ご所有

100株

現金化 100株の
単元株式に

40株
売却 購入

ご所有分60株を
買取請求

不足分40株を
買増請求

公益財団法人
漁船海難遺児育英会
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2022年度

90,24590,24590,245

2021年度

83,13783,137

（百万円）

2023年度

91,58591,585

受注高

年間取引社数

1,926社 124拠点

国内外拠点数

1,040名
346名

従業員数

（
連
結
）（
単
体
）

親会社株主に帰属する当期純利益

（百万円）

2022年度2021年度

（円）

415.79415.79415.79415.79

1株当たりの当期純利益

5,0015,0015,0015,001

2023年度

372.46372.46372.46372.46

4,4894,4894,489

2,2462,2462,2462,246

186.85186.85186.85186.85

1株当たりの当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益（百万円）

2022年度

4,6364,636

2023年度

5,5805,580

2021年度

3,8243,824

営業利益

※2023年度
1,500億円

964億円

グリーンイノベーション関連取扱売上高

※2022年度

2022年度

175,741175,741175,741

2023年度

205,383205,383

2021年度

134,261134,261

（百万円）取扱高

2022年度

93,31193,31193,311

2021年度

85,30785,307

（百万円）

2023年度

86,78586,785

売上高

2022年度

35,73635,73635,73635,736

2021年度

104,865104,865104,865

31,10131,10131,101

総資産 自己資本比率純資産

(百万円)

28.728.728.7

43.743.743.743.7

（%）

79,99079,99079,99079,990

2023年度

43,18043,18043,18043,180

35.735.735.735.7

118,543118,543118,543

自己資本比率
総資産／純資産

（倍）

2020年度

0.65

2021年度

0.64

2019年度

0.53

1.06

2022年度

0.71

2023年度

（億円）

2022年度

247

2023年度

456

2021年度

191

2020年度

189

2019年度

132

連結財務ハイライト

主なデータ

PBRの推移時価総額推移

売上高構成

エネルギー事業

産業機械事業

プロダクト事業

西日本各地区の電力会社発電所向け、首都圏・関西ほかの一般産業の自家発電向けともに発電設備のメンテナンス案件は順調ながら、前年度
に大型の新設案件の受渡しがあったことの反動により減収。また、事業拡大に伴う体制拡充等に伴い先行した販管費の増加などにより減益。

大型案件の受渡しがあったことの反動により減収となった一方で、新型コロナ禍により活動が大きく制約されてきた一部の海外連結子会社
の事業活動および業績が通常に戻ったことなどが寄与し増益。

計測機器事業の堅調な業績推移に加え、欧州各国で工事用水中ポンプを主として取り扱うTsurumi（Europe）�GmbHグループや、ダイヤフラム
弁を中心とするバルブを製造・販売する日本ダイヤバルブ株式会社に代表されるグループ各社の業績が好調を維持していることを主因に増収増益。

2023年度の概況

2023年度の概況

2023年度の概況

144,585百万円

31,315百万円

29,482百万円

29,701百万円

27,604百万円

29,478百万円

1,984百万円

150百万円

3,378百万円

（前年度比）
+30.5%

（前年度比）
△17.1%

（前年度比）
+8.5%

（前年度比）
△5.0%

（前年度比）
△20.9%

（前年度比）
+8.5%

（前年度比）
△3.5%

（前年度）
０百万円の利益

（前年度比）
+29.5%

取扱高

取扱高

取扱高

売上高

売上高

売上高

セグメント利益

セグメント利益

セグメント利益

※�2023年度より、事業セグメントの区分方法を見直し、報告セグメントを従来の「電力事業」「化学・エネルギー事業」「産業機械事業」「グローバル事業」から、「エネルギー事業」
「産業機械事業」「プロダクト事業」の３セグメントに変更いたしました。当期の概況における前期比較は、変更後の区分に基づいております。

（2024年3月31日現在）

エネルギー事業
34.2%

産業機械事業
31.8%

プロダクト事業
34.0%

2023年度

売上高

86,785
百万円

数字でみる西華産業 連結決算のセグメント情報
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当社の概況

株式の概況
株主メモ

役員

株式数および株主数
発 行 可 能 株 式 総 数 37,705,800株
発 行 済 株 式 の 総 数 12,320,650株
株 主 数 10,444名

代表取締役　社長執行役員 櫻　井　昭　彦
取締役　専務執行役員 川　名　康　正
取締役　常務執行役員 増　田　博　久
取締役　常務執行役員 髙　橋　紀　行
取締役（社外） 宮　田　清　巳
取締役（社外） 各　務　眞　規
取締役　監査等委員（常勤） 平　山　龍　彦
取締役　監査等委員（社外） 白　井　裕　子
取締役　監査等委員（社外） 中　村　嘉　彦
上席執行役員 野　尻　竜　彦
上席執行役員 中　村　勝　美
執行役員 碓　井　一　俊
執行役員 湯　面　　　彰
執行役員 本　多　裕　二
執行役員 木　下　雄　貴
執行役員 河　井　卓　二

（2024年6月26日現在）

（2024年3月31日現在）

（2024年6月26日現在）

大株主の状況

所有者別株式分布状況

（注） ①千株未満は切り捨てて表示しております。 
② 当社は、自己株式244,646株を保有しておりますが、上記大株主から除いて

おります。また、持株の割合は自己株式を控除して計算しております。

（注） 千株未満は切り捨てて表示しております。

（1） 株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきまして
は、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）
で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社
等にお問合せください。

（2） 未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお
支払いいたします。

（3） 市区町村から通知されたマイナンバーは、株式の税務関係の手
続きで必要となります。このため、株主様からお取引の証券会
社等へマイナンバーをお届出いただく必要がございます。

〒100-0005 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号（新東京ビル）
TEL ： 03-5221-7117　https://seika.com

株主名 持株数（千株） 割合（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 969 8.03
光通信株式会社 891 7.38
株式会社UH Partners 2 671 5.56
三菱重工業株式会社 413 3.42
株式会社三菱UFJ銀行 400 3.31
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 296 2.46
株式会社鶴見製作所 267 2.21
株式会社三井住友銀行 234 1.94
太平電業株式会社 234 1.94
株式会社タクマ 206 1.71

事業年度 4月1日から翌年3月31日まで
期末配当金受領株主確定日 3月31日
中間配当金受領株主確定日 9月30日
定時株主総会 毎年6月
株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
電話：0120-232-711（通話料無料）
郵送先 〒137-8081
新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

上場証券取引所 東京証券取引所
公告の方法 電子公告により行う

公告掲載URL https://seika.com
（ただし、電子公告によることができない
事故、その他のやむを得ない事由が生じた
ときは、日本経済新聞に公告いたします。）

金融機関（18名）
2,623千株/21.30％

その他の法人（122名）
3,763千株/30.55％

個人・その他（10,166名）
3,752千株/30.46％

金融商品取引業者（33名）
421千株/3.42％

外国法人等（104名）
1,514千株/12.29％ 

自己株式（1名）
244千株/1.98％

会社概要

株式の状況

設立年月日 1947年（昭和22年）10月1日

資　本　金 67億28百万円

事　業　所 ①  当社の主要な事業所 
本社：東京都千代田区 
支社：大阪市 
支店：名古屋市、広島市、福岡市ほか国内外主要都市

②  子会社の主要な事業所 
日本ダイヤバルブ㈱（東京都品川区） 
西華デジタルイメージ㈱（東京都文京区） 
敷島機器㈱（北海道札幌市） 
セイカダイヤエンジン㈱（東京都新宿区） 
㈱田中造船(長崎県松浦市) 
Seika Sangyo GmbH（ドイツ） 
Tsurumi （Europe） GmbH（ドイツ） 
Tsurumi France S.A.S.（フランス） 
HYDREUTES, S.A.U.（スペイン） 
MMPumps nv (ベルギー) 
Tsurumi UK Limited(イギリス) 
Tsurumi Pumps UK Limited（イギリス） 
SEIKA MACHINERY, INC．（米国） 
西曄貿易（上海）有限公司（中国） 
天津泰雅閥門有限公司（中国） 
Seika Sangyo（Thailand）Co., Ltd.（タイ） 
SEIKA SANGYO（VIETNAM） COMPANY LIMITED（ベトナム） 
NDV （Thailand） Co., Ltd.(タイ) 
台湾西華産業股份有限公司（台湾）
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